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資料２ 

全国健康保険協会千葉支部 

第 20 回 健康づくり推進協議会 

（令和４年２月書面開催） 

令和４年度 千葉支部事業計画について 
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【補足説明】 

 ・令和４年度事業計画より、「全国健康保険協会の令和２年度業務実績に関する評価の基準」を踏まえ、国の施策に関係（寄与） 

する項目には「重要度：高」、使命、現状・直面する課題及び取り巻く環境の変化との関係から、困難度が高いと合理的に判断できる 

項目には「困難度：高」であることと、その理由を記載しております。 

 

 ・令和４年度千葉支部事業計画は、令和４年１月１４日開催の第４回千葉支部評議会において了承を得ましたので、事業計画に

基づいた具体的な取組み（令和４年度千葉支部行動計画）を策定のうえ、次回の健康づくり推進協議会にてお示しする予定です。 
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戦略的保険者機能関係 

（１）第２期保健事業実施計画（データヘルス計画）の着実な実施 

上位目標：糖尿病による新規透析者の透析導入時の平均年齢を 55.6 歳から60歳以上に改善する。 

・「特定健診・特定保健指導の推進」、「コラボヘルスの取組」、「重症化予防の対策」を基本的な実施事項とする第２ 

期保健事業実施計画（データヘルス計画）に基づく取組を着実かつ効果的、効率的に実施する。 

  

ⅰ）特定健診実施率・事業者健診データ取得率等の向上 

【重要度：高】 

健康保険法において、保険者は被保険者等の健康の保持増進のために必要な事業を行うとされている。また、特定

健康診査の実施は高齢者の医療の確保に関する法律により、保険者に実施が義務付けられ、かつ、実施率については、

国の指針において、2023 年度の目標値（65％）が示されており、重要度が高い。 

 

【困難度：高】 

近年、日本年金機構の適用拡大等により、健診受診率の算出の分母となる対象者数が、第三期特定健診等実施計画

の当初の見込みを超えて大幅に増加しており、分子となる健診受診者を大幅に増加させる必要があることから、困難

度が高い。 

◇被保険者（40 歳以上）（実施対象者数：417,092 人） 

・生活習慣病予防健診 実施率 62.3％（実施見込者数：260,000 人） 

・事業者健診データ  取得率 7.0％（取得見込者数：29,000 人）  

●生活習慣病予防健診実施機関の拡充 

●健診・保健指導カルテを使用した効果的・効率的な受診勧奨 

●事業者健診データの取得勧奨 

●初めて健診対象の年齢を迎える加入者への意識付け 

  令和４年度 千葉支部事業計画 〈保健事業のみ抜粋〉 
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◇被扶養者（実施対象者数：106,965 人） 

・特定健康診査    実施率 33.7％（実施見込者数：36,000 人） 

●協会けんぽ主催のオプショナル集団健診の実施 

●地方自治体との連携を推進し、がん検診との同時実施等の拡大 

●GIS（地理情報）等を活用した受診勧奨 

 

■ 健診実施率合計（被保険者＋被扶養者）（実施対象者数：524,057 人） 

・生活習慣病予防健診＋特定健康診査 実施率 62.0％（実施見込者数：325,000 人） 

■  KPI：① 生活習慣病予防健診実施率を 62.3％以上とする 

② 事業者健診データ取得率を 7.0％以上とする  

③ 被扶養者の特定健診実施率を 33.7％以上とする 

 

ⅱ）特定保健指導の実施率及び質の向上 

【重要度：高】 

特定保健指導を通じて、生活習慣病の発症予防に取り組むことは、加入者のＱＯＬの向上の観点から重要である。ま

た、特定保健指導の実施は、高齢者の医療の確保に関する法律により保険者に実施が義務付けられ、かつ、実施 

率については、国の指針において、2023 年度の目標値（35％）が示されており、重要度が高い。 

 

【困難度：高】 

健診受診者の増加に伴い、分母の特定保健指導対象者数が第三期特定健診等実施計画の見込みを超えて大幅に増

加しており、当初の予定より分子となる特定保健指導実施者数を大幅に増加させる必要があることから、目標を達成

することは極めて困難である。 

なお、特定保健指導業務の中核を担う保健師の採用については、大学のカリキュラムが選抜制等になったことにより、

新たに保健師資格を取得する者が減少しており、困難度が高い。 
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◇被保険者（特定保健指導対象者数：59,245 人） 

・特定保健指導    実施率 28.3％（実施見込者数：16,750 人） 

●特定保健指導実施機関等の拡充 

●保健師の質の向上 

●当日保健指導の実施機関の拡充 

●ICT（情報通信技術）を活用した特定保健指導による利便性の向上 

 

◇被扶養者（特定保健指導対象者数：3,384 人） 

・特定保健指導    実施率 14.8％（実施見込者数：500 人） 

●集団方式での健診と特定保健指導のセットによる実施 

●特定保健指導実施機関等の拡充 

●保健師の質の向上 

 

■ 特定保健指導実施率合計（被保険者＋被扶養者）（実施対象者数：62,629 人） 

・特定保健指導    実施率 27.5％（実施見込者数：17,250 人） 

■  KPI：①被保険者の特定保健指導の実施率を 28.3％以上とする 

       ②被扶養者の特定保健指導の実施率を 14.8％以上とする 

 

ⅲ）重症化予防対策の推進 

【重要度：高】 

要受診者を早期に医療機関に結び付けることは、糖尿病等の生活習慣病の重症化を防ぎ、加入者のＱＯＬの向上を

図る観点から、重要度が高い。 

◇未治療者に対する受診勧奨における二次勧奨実施予定人数 3,523 人 

●外部委託による二次勧奨の確実な実施 

●医師会との連携による CKD（慢性腎臓病）疑い者への受診勧奨 
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◇糖尿病性腎症に係る重症化予防事業 

●千葉県糖尿病性腎症重症化予防プログラムに則った取組の実施 

●健診実施機関及び腎臓専門医療機関との連携 

■  KPI：受診勧奨後、３か月以内に医療機関を受診した者の割合を 12.4％以上とする 

 

ⅳ）コラボヘルスの推進 

【重要度：高】 

超高齢化社会に突入し、従業員の平均年齢上昇による健康リスクの増大等の構造的課題に直面している中、「未来

投資戦略 2018」や事業場における労働者の健康保持増進のための指針（ＴＨＰ指針）等において、コラボヘルスを推

進する方針が示された。また、日本健康会議の宣言において、「保険者とともに健康経営に取り組む企業等を 10 万

社以上とする」と目標が打ち出されるなど、国を挙げてコラボヘルスを推進していることから、重要度が高い。 

●健康経営の普及促進及び健康な職場づくり宣言事業所の拡大 

●健康な職場づくり宣言事業所に対する充実したフォローアップの実施 

●関係団体等との連携強化 

■  KPI：健康宣言事業所数を 920 事業所以上とする 


